大阪府域における2022年度の温室効果ガス排出量について

１．温室効果ガス排出量
	○　2022年度の府域の温室効果ガス排出量は4,528万トン（CO2換算）であり、前年度比では7.5%増加しています。
○　エネルギー消費量は前年度と比べて減少※1していますが、温室効果ガス排出量は前年度と比べてエネルギー転換部門以外の産業部門、業務部門、運輸部門、家庭部門において増加しています。温室効果ガス排出量の増加の主な原因として電気の排出係数※2の増加が考えられます。
○　2021年３月に策定した「大阪府地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」では、2030年度の府域の温室効果ガス排出量を2013年度比で40%削減することを目標として設定しています。
○　2022年度の府域の温室効果ガス排出量は、計画の基準年度である2013年度比で19.4％減少しています。　


※１:詳細は後述の２．エネルギー消費量に記載のとおり。
※２:使用電力量１kWhあたりの二酸化炭素排出量を表す係数。発電時の電源構成（火力発電や再生可能エネルギー等による発電のバランス）により変動し、火力発電の割合が増加すると係数は大きくなる。
注1: 本資料の温室効果ガス排出量については、2021年３月に策定した「大阪府地球温暖化対策実行計画」の考え方に基づき、電気の排出係数に各年度の調整後排出係数を用いて計算しています。
注2: 2021年度以前のデータについても、各種統計値が遡及修正されているものは数値を更新して再計算しています。
注3: 本報告における温室効果ガス排出量は、現時点において最新の各種統計データを用いて計算しています。今後、各種統計データの修正、算定方法の見直し等により、各年度の排出量が変更される場合があります。

 表１　大阪府域における温室効果ガス排出量の推移
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注1: 電気の排出係数は、2005年度は一般電気事業者等（現行制度における小売電気事業者）に対して大阪府が行った調査等により府内基礎排出係数を推計し、2009年度以降は同様の調査等により府内調整後排出係数を推計し、算定に用いました。
注2: 表中に掲載している数値は端数を四捨五入しているため、各欄の値の合計と合致しないことがあります。（以下、本資料について同じ）
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図１　大阪府域における温室効果ガス排出量及び電気の排出係数の推移

 表２　温室効果ガス排出量の基準年度（2013年度）との比較
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図２　部門別温室効果ガス排出量の基準年度（2013年度）との比較
２．エネルギー消費量
	○　2022年度のエネルギー消費量は497PJ（ペタジュール）※であり、前年度と比べ2.1%減少しています。また、2013年度比では13.8％の減少となっています（表３）。
○　エネルギー消費量は、長期的に見て減少傾向にあります（図３）。


※Ｊ（ジュール）はエネルギーの単位。PJ（ペタジュール）は1015J、GJ（ギガジュール）は109J、MJ（メガジュール）は106Jを表す。

[image: ]表３　大阪府域におけるエネルギー消費量の推移
   





注1: ここでのエネルギー消費量は、自然から直接得られる石油、石炭、天然ガスなどを変換や加工して得られる電気、ガソリン、都市ガスなどのエネルギーの消費量を示しています。（以下、本資料について同じ）
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図３　大阪府域における部門別エネルギー消費量の推移


３．部門別の温室効果ガス排出量
３.1　産業部門（二酸化炭素排出量全体に占める割合：24.7％）
	○　2022年度の産業部門の二酸化炭素排出量は1021万トンであり、前年度比で3.5％増加し、2013年度比では26.2％減少しています。また、エネルギー消費量は144PJで、前年度比で2.7％減少し、2013年度比では18.5％減少しています（表４）。電気の排出係数が増加したことが主な要因であると考えられます。
○　2022年度の電力のエネルギー消費量は39PJ、都市ガスのエネルギー消費量は31PJであり、ともに近年は減少傾向にあります。（図４）。
○　府内総生産（農林水産業、鉱業、製造業、建設業）あたりのエネルギー消費量については、長期的に見て減少傾向にあります（図５）。
○　エネルギー消費量を業種別に見ると、化学工業（含石油石炭製品）、鉄鋼･非鉄･金属製品製造業、機械製造業の３業種が上位を占めています。いずれの業種も長期的に見て減少傾向にあります（図６）。また、これら３業種は二酸化炭素排出量においても上位を占めており、いずれの業種も2016年度以降、減少傾向にあります（図7）。



表4　産業部門における二酸化炭素排出量の推移
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図４　産業部門における燃料種別エネルギー消費量の推移 
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[image: ]図５　近年における府内総生産（第１次産業、第２次産業の合計）あたりのエネルギー消費量の推移
 













図６　製造業（上位３業種）におけるエネルギー消費量の推移
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　　図７　製造業（上位３業種）における二酸化炭素排出量の推移

３.２　業務部門（二酸化炭素排出量全体に占める割合：30.3％）
	○　2022年度の業務部門の二酸化炭素排出量は1,251万トンであり、前年度比では6.4％増加し、2013年度比では27.4％減少しています。また、エネルギー消費量は137PJであり、前年度比で7.7％減少し、2013年度比では18.5％減少しています（表５）。
○　2022年度の電力のエネルギー消費量は78PJ、都市ガスのエネルギー消費量は27PJであり、ともに近年は概ね横ばい傾向にあります（図８）。
○　エネルギー消費量を業種別に見ると、卸売業・小売業、医療・福祉、宿泊業・飲食サービスが上位を占めており、その割合はそれぞれ18%、14%、13%となっています（図９）。
○　近年の府内総生産（第３次産業）あたりのエネルギー消費量は、2012年度以降は減少傾向にありますが、ここ数年は概ね横ばい傾向にあります（図10）。




表５　業務部門における二酸化炭素排出量及びエネルギー消費量の推移
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図８　業務部門における燃料種別エネルギー消費量の推移







[image: ]















[image: ] 図９　業務部門のエネルギー消費量の割合（業種別）

















図10　近年における府内総生産（第３次産業）あたりのエネルギー消費量の推移



３.3　家庭部門（二酸化炭素排出量全体に占める割合：27.1％）
	○　2022年度の家庭部門の二酸化炭素排出量は1121万トンであり、前年度比で22.7％増加し、2013年度比では14.8%減少しています。また、エネルギー消費量は130PJで、前年度比では4.9％増加し、2013年度比では1.1％減少しています（表６）。
○　電力の消費量は69PJ、都市ガスは50PJであり、ともに近年は概ね横ばい傾向にあります（図11）。
○　2022年10月１日時点の人口は879万人であり、2010年度をピークにゆるやかな減少傾向にあります。世帯数は421万世帯であり、年々増加しています（図12）。
○　１人あたりのエネルギー消費量、１世帯あたりのエネルギー消費量は2021年度に減少しましたが、2022年度は再び増加しました（図13）。



表6　家庭部門における二酸化炭素排出量及びエネルギー消費量の推移
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図11　家庭部門における燃料種別エネルギー消費量の推移
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図12　人口・世帯数の推移
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図13　１人・１世帯あたりのエネルギー消費量の推移


３.４　運輸部門（二酸化炭素排出量全体に占める割合：14.1％）
	○　2022年度の運輸部門の二酸化炭素排出量は582万トンであり、前年度比で1.2％増加し、2013年度比では15.4％減少しています。また、エネルギー消費量は82PJで、前年度比で1.2％減少し、2013年度比では12.8％減少しています（表７）。
○　運輸部門におけるエネルギー消費量の９割強を占める自動車によるエネルギー消費量は75PJであり、長期的に見て減少傾向にあります。鉄道によるエネルギー消費量は7PJであり、横ばい傾向にあります（図14）。
○　自動車走行量及び二酸化炭素排出量について、車種別に見ると、乗用系は長期的に減少傾向にあります。小型貨物系と大型貨物系についても、年度により若干の変動があるものの、長期的にはゆるやかな減少傾向にあります（図15，図16）。




表７　運輸部門における二酸化炭素排出量及びエネルギー消費量の推移
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図14　運輸部門におけるエネルギー消費量の推移
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図15　自動車走行量の推移
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図16 自動車による二酸化炭素排出量の推移



３.５　廃棄物部門（二酸化炭素排出量全体に占める割合：3.2％）
	○　2022年度の廃棄物の焼却に伴う二酸化炭素排出量は131万トンであり、前年度比では2.8％増加しました。2013年度比では28.2％減少しており、長期的に見ると減少傾向にあります（表８、図17）。



表８　廃棄物部門における二酸化炭素排出量の推移
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図17　廃棄物部門における二酸化炭素排出量の推移
注1: 廃棄物部門の排出量推計にあたり、廃プラスチック（一般廃棄物）の焼却量については、2018年度までは「大阪府の一般廃棄物（大阪府）」の統計データを算定に用い、2019年度からは「大阪府循環型社会推進計画（大阪府）」の進行管理調査による推計値を算定に用いました。
注2: 2020年度の廃棄物部門の温室効果ガス排出量については、廃棄物焼却量の推計で使用する事業系一般廃棄物のプラスチックごみ混入率のデータが一部の市で欠損しているため、そのデータとして2017年度から2019年度の該当市データの平均値を使用して、算定を行いました。










３.６　その他ガス（メタン、一酸化二窒素、代替フロン等）
	○　2022年度の二酸化炭素以外の温室効果ガスの排出量は394万トン（CO2換算）であり、前年度比で2.9％減少、2013年度比では41.5％増加しています（表９）。
○　メタン、一酸化二窒素の排出量はそれぞれ18万トン、29万トンであり、近年は概ね横ばい傾向にあります（表９、図18）。
○　代替フロン等の排出量は347万トン（CO2換算）であり、前年度比で2.6％減少し、2013年度比では55.3％増加しています（表９）。また、2009年度以降、増加傾向となっています（図18）。



表９　メタン、一酸化二窒素、代替フロン等の排出量（CO2換算）の推移
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図18　その他ガスの排出量の推移（メタン、一酸化二窒素、代替フロン等）


【参考１】全国の温室効果ガス排出量等の状況
	○　2022年度の国全体の温室効果ガス排出量は11億3500万トンであり、2013年度比で19.3％減少しています。二酸化炭素排出量は10億3700万トンであり、2013年度比では21.3％減少しています。
○　2022年度の最終エネルギー消費量の全国合計は11,842PJであり、2013年度と比べて15.8％減少しています。部門別では、家庭部門では2013年度比で13.4%減少しており、業務部門・産業部門・運輸部門では2013年度比でそれぞれ15.3%、17.9%、13.6%減少しています。
○　2021年10月に改訂された「地球温暖化対策計画」では、2030年度の国全体の温室効果ガス排出量を2013年度比で46%削減することを目標として設定されています。



[image: ]参考表１　全国における温室効果ガス排出量の推移
 











注1: 四捨五入の関係で、各欄の値の合計と合計欄の値が一致しないものがあります。
注2: 2022年度（令和４年度）の温室効果ガス排出量（確報値）（環境省）他から大阪府が作成しています。
注3: 電気の排出係数は、固定ではなく、変動値を用いて算定しました。


参考表２　全国における最終エネルギー消費量の推移
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注1: 「総合エネルギー統計　時系列表」（経済産業省）から大阪府が作成しています。
注2: 最終エネルギー消費量とは、最終的に消費者が使用するエネルギー量のことをいいます。


【参考２】大阪の気温の状況
	○　2022年度の大阪は、12月の気温が平年よりも低く、4月、9月、11月、３月の気温が平年より高くなりました。


注1: 気温の状況は、エネルギー起源の二酸化炭素排出量の増減要因となります。例えば、夏季の気温上昇は冷房需要 （電力等の需要）を高め、二酸化炭素排出量を増加させます。また、同様に、冬季の気温低下は暖房需要（電力、石油製品等の需要）を高め、二酸化炭素排出量を増加させます。


参考表３　大阪の月平均気温
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注1: 端数処理のため、表中に記載の数値で差が合わないことがあります。
注2: 平年値の統計期間は1991年～2020年です。
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参考図１　大阪の月平均気温の推移


【参考３】大阪府における温室効果ガス排出量（現況）の算定方法について
１．二酸化炭素排出量の算定方法の概要
	部門
	算定方法の概要

	エネルギー転換部門
	電気業
	（府域の各発電所における発電用燃料の自家消費分）*1×（燃料種別排出係数）
*1 事業者提供値（各発電所の燃料の投入量×所内率）

	
	ガス業
	（府域のガス製造工場におけるガス製造用燃料及び電力消費量（買電分））*1×（燃料種別排出係数）
*1 事業者提供値

	
	熱供給業
	（府域の熱供給事業所における燃料の投入量）*1×（投入エネルギー量に占める自家消費量の割合）＊2×（燃料種別排出係数）
*1 熱供給事業便覧（（一社）日本熱供給事業協会）
*2 総合エネルギー統計（経済産業省）

	産業部門
	【電力】
（産業・業務・家庭部門の電力需要量）*1×（電力に関する産業・業務・家庭部門の内の産業部門の割合）*2×（電気の排出係数）*3
【電力以外】
（産業部門の炭素排出量）*2×44/12
*1 電力調査統計（経済産業省）の電力需要量からエネルギー転換部門・運輸部門の数値を減算
*2 都道府県別エネルギー消費統計（経済産業省）
*3 大阪府調査による推計

	業務部門
	【電力】
（産業・業務・家庭部門の電力需要量）*1×（電力に関する産業・業務・家庭部門の内の業務部門の割合）*2×（電気の排出係数）*3
【電力以外】
（業務部門の炭素排出量）*2×44/12
*1 電力調査統計（経済産業省）の電力需要量からエネルギー転換部門・運輸部門の数値を減算
*2 都道府県別エネルギー消費統計（経済産業省）
*3 大阪府調査による推計

	家庭部門
	【電力】
（産業・業務・家庭部門の電力需要量）*1×（電力に関する産業・業務・家庭部門の内の家庭部門の割合）*2×（電気の排出係数）*3
【電力以外】
（家庭部門の炭素排出量）*2×44/12
*1 電力調査統計（経済産業省）の電力需要量からエネルギー転換部門・運輸部門の数値を減算
*2 都道府県別エネルギー消費統計（経済産業省）
*3 大阪府調査による推計

	運輸部門
	自動車
	（府域の車種別走行量） *1×（１台・１km走行あたり車種別排出量） *１
*1 大阪府自動車NOx・PM総量削減計画進行管理調査（大阪府）

	
	鉄道
	【新幹線】
（鉄道の電力消費量）*1×（府内走行距離割合）*1×（電気の排出係数）*2
【新幹線以外】
（鉄道の電力消費量）*3×（府内乗降客数割合）*4×（電気の排出係数）*2
*1 JR西日本、JR東海資料
*2 大阪府調査による推計
*3 鉄道統計年報（国土交通省）
*4 駅別乗降者数総覧（（株）エンタテインメントビジネス総合研究所）（2007年度値）を鉄道事業者ごとの運輸人員量（大阪府統計年鑑、京都府統計書、三重県統計書、滋賀県統計書、奈良県統計年鑑、兵庫県統計書、和歌山県統計年鑑）で補正、JR西日本資料

	廃棄物部門
	一般
廃棄物
	【廃プラスチック（合成繊維くず含む）】
（プラスチックごみ焼却量（一般廃棄物））＊1×（廃プラスチック（一般廃棄物）焼却における排出係数）*2
*1大阪府循環型社会推進計画進行管理調査（大阪府）
*2 地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル算定手法編（環境省）

	
	産業
廃棄物
	【廃油】
（廃油焼却量）*1×（廃油中鉱物油比率）*2×（廃油（鉱物油）焼却における排出係数）*3
【廃プラスチック焼却量】
（廃プラスチック焼却量）*1×（廃プラスチック（産業廃棄物）焼却における排出係数）*3
*1 大阪府集計
*2 日本国温室効果ガスインベントリ報告書（（国研）国立環境研究所・環境省）
*3 地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル算定手法編（環境省）





２．メタンの排出量の算定方法の概要
	部門
	算定方法の概要

	エネルギー
	燃焼
	エネルギー転換
	（全国の排出量）*1×（火力発電電力量の全国比）*2
*1 日本国温室効果ガスインベントリ報告書（（国研）国立環境研究所・環境省）
*2 電力調査統計（経済産業省）

	
	
	産業
	（全国の排出量）*1×（製造品出荷額等の全国比）*2
*1 日本国温室効果ガスインベントリ報告書（（国研）国立環境研究所・環境省）
*2工業統計表（経済産業省）

	
	
	家庭・業務
	（燃料種別消費量）*1×（燃料種別排出係数）*2
*1 都道府県別エネルギー消費統計（経済産業省）
*2 地球温暖化対策推進法　算定報告公表制度

	
	
	自動車
	（府域の車種別走行量）*1×（１台・１km走行あたり車種別排出量）*2
*1　大阪府自動車NOx・PM総量削減計画進行管理調査（大阪府）
*2　日本国温室効果ガスインベントリ報告書（（国研）国立環境研究所・環境省）

	
	原油の精製・貯蔵、都市ガスの製造
	【原油の精製】
（全国の原油貯蔵量）*1×（原油精製能力の全国比）*1×（原油精製時の排出係数）*2
【原油の貯蔵】
（全国の原油処理量）*1×（原油精製能力の全国比）*1×（原油貯蔵時の排出係数）*2
【都市ガスの製造】
（府域の都市ガス製造における原料使用量）*3×（都市ガス製造時の排出係数）*2
*1 石油連盟資料
*2 地球温暖化対策推進法　算定報告公表制度
*3 ガス事業生産動態統計調査（経済産業省）と事業者提供値より推計

	工業プロセス
	【エチレン】
（全国のエチレン生産量）*1×（エチレン生成能力の全国比）*2×（エチレン製造時の排出係数）*３
*1 生産動態統計年報化学工業統計編（経済産業省）
*2 石油化学工業協会資料
*3 地球温暖化対策推進法　算定報告公表制度

	農業
	家畜の反すう、
ふん尿管理
	（家畜頭羽数）*1×（家畜種別・発生源別排出係数）*2
*1 近畿農林水産統計年報（近畿農政局）、畜産統計（農林水産省）
*2 地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル算定手法編（環境省）

	
	水田
	（水稲作付面積）*1×（水田における排出係数）*2
*1 近畿農林水産統計年報（近畿農政局）
*2 地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル算定手法編（環境省）

	
	農業廃棄物の焼却
	（水稲収穫量）*1×（残さ率）*2×（野焼き率）*2×（焼却における排出係数）*2
*1 近畿農林水産統計年報（近畿農政局）
*2 地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル算定手法編（環境省）

	廃棄物
	排水処理
	【下水処理】
（府域の下水処理量）*1×（下水等及び雑排水の処理（終末処理）における排出係数）*2
【生活排水処理】
（府域の浄化槽人口）*3×（浄化槽処理における排出係数）*2
【し尿処理】
（府域のし尿施設におけるし尿及び浄化槽汚泥の年間処理量）*3×（し尿処理における排出係数）*2
【産業排水】
（全国の産業排水中のBOD）*4×（製造品出荷額の全国比）*5
×（生活・商業排水の処理（終末処理）における排出係数）*2
*1 大阪府下水道統計（大阪府）
*2 地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル算定手法編（環境省）
*3 一般廃棄物処理実態調査（環境省）
*4 日本国温室効果ガスインベントリ報告書（（国研）国立環境研究所・環境省）
*5 大阪府の工業（大阪府）、工業統計表（経済産業省）

	
	一般廃棄物の焼却
	（施設の種類別焼却量）*1×（施設の種類別排出係数）*2
*1 大阪府資料
*2 地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル算定手法編（環境省）

	
	産業廃棄物の焼却
	（廃油の焼却量）*1×（廃油の排出係数）*2
（汚泥の焼却量）*1×（汚泥の排出係数）*2
*1 大阪府資料
*2 地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル算定手法編（環境省）




３．一酸化二窒素排出量の算定方法の概要
	部門
	算定方法の概要

	エネルギー
	燃焼
	エネルギー転換
	（全国の排出量）*1×（火力発電電力量の全国比）*2
*1 日本国温室効果ガスインベントリ報告書（（国研）国立環境研究所・環境省）
*2 電力調査統計（経済産業省）

	
	
	産業
	（全国の排出量）*1×（製造品出荷額等合計の全国比）*2
*1 日本国温室効果ガスインベントリ報告書（（国研）国立環境研究所・環境省）
*2 大阪の工業（大阪府）、工業統計表（経済産業省）

	
	
	家庭・業務
	（燃料種別消費量）*1×（燃料種別排出係数）*2
*1 都道府県別エネルギー消費統計（経済産業省）
*2 地球温暖化対策推進法　算定報告公表制度

	
	
	自動車
	（府域の車種別走行量）*1×（１台・１km走行あたり車種別排出量）*2
*1 二酸化炭素排出量の算定に伴い把握
*2 日本国温室効果ガスインベントリ報告書（（国研）国立環境研究所・環境省）

	工業プロセス
	（全国の医療用笑気ガスの使用量）*1×（病床数の全国比）*2
*1 日本国温室効果ガスインベントリ報告書（（国研）国立環境研究所・環境省）
*2 医療施設調査（動態調査）病院報告（厚生労働省）

	農業
	家畜のふん尿管理
	（家畜頭羽数）*1×（家畜種別・発生源別排出係数）*2
*1 近畿農林水産統計年報（近畿農政局）
*2 地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル算定手法編（環境省）

	
	農業土壌
	（全国の窒素肥料内需量）*1×（窒素肥料出荷量の全国比）*2×（土壌への化学肥料の施肥に伴う排出係数）*1
*1 日本国温室効果ガスインベントリ報告書（（国研）国立環境研究所・環境省）
*2 ポケット肥料要覧（農林統計協会）

	
	農業廃棄物の焼却
	（水稲収穫量）*1×（残さ率）*２×（野焼き率）*2×（焼却における排出係数）*2
*1 近畿農林水産統計年報（近畿農政局）
*2 地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル算定手法編（環境省）

	
	農作物残さのすき込み
	（水稲収穫量）*1×（乾物率）*2×（残さ率）*2×（すき込み率）*2×（焼却における排出係数）*2
*1 近畿農林水産統計年報（近畿農政局）
*2 地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル算定手法編（環境省）

	廃棄物
	排水処理
	【下水処理】
（府域の下水処理量）*1×（下水等及び雑排水の処理（終末処理）における排出係数）*2
【生活排水処理】
（府域の浄化槽人口）*3×（浄化槽処理における排出係数）*2
【し尿処理】
（府域のし尿施設におけるし尿及び浄化槽汚泥の年間処理量）*3×（し尿処理における排出係数）*2
【産業排水】
（全国の産業排水中の窒素濃度）*4×（製造品出荷額の全国比）*5×（生活・商業排水の処理（終末処理）における排出係数）*2
*1 大阪府下水道統計（大阪府）
*2 地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル算定手法編（環境省）
*3 一般廃棄物処理実態調査（環境省）
*4 日本国温室効果ガスインベントリ報告書（（国研）国立環境研究所・環境省）
*5 大阪府の工業（大阪府）、工業統計表（経済産業省）

	
	一般廃棄物の焼却
	（施設の種類別焼却量）*1×（施設の種類別排出係数）*2
*1 大阪府資料
*2 地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル算定手法編（環境省）

	
	産業廃棄物の焼却
	（廃油の焼却量）*1×（廃油の排出係数）*2
（廃プラスチックの焼却量）*1×（廃プラスチックの排出係数）*2
（汚泥の焼却量）*1×（汚泥の排出係数）*2
*1 大阪府資料
*2 地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル算定手法編（環境省）




４．代替フロン等排出量の算定方法の概要
	種類
	用途（発生源）
	算定方法の概要

	HFCs
	HCFC-22製造時の副生成物
	（府域の排出量）*1
*1 事業者提供値の合計

	
	エアゾール製造等
	（全国の排出量）*1×（府民所得の全国比）*2
*1　日本国温室効果ガスインベントリ報告書（（国研）国立環境研究所・環境省）
*2 大阪府民経済計算（大阪府）、国民経済計算（内閣府）

	
	カーエアコン製造等
	（全国の排出量）*1×（自動車保有車両数の全国比）*2
*1　日本国温室効果ガスインベントリ報告書（（国研）国立環境研究所・環境省）
*2  (一財)自動車検査登録情報協会資料

	
	業務用冷凍空調機器（一般）製造等
	（全国の排出量）*1×（事業所数の全国比）*2
*1 日本国温室効果ガスインベントリ報告書（（国研）国立環境研究所・環境省）
*2 経済センサス（経済産業省）

	
	家庭用エアコン製造等
	（全国の排出量）*1×（世帯数の全国比）*2
*1 日本国温室効果ガスインベントリ報告書（（国研）国立環境研究所・環境省）
*2 国勢調査（総務省）

	
	家庭用冷蔵庫製造等
	

	
	半導体・液晶製造
	（全国の排出量）*1×（電気機械器具製造業の製造品出荷額等の全国比）*2
*1　日本国温室効果ガスインベントリ報告書（（国研）国立環境研究所・環境省）
*2 大阪の工業（大阪府）、工業統計表（経済産業省）

	PFCs
	半導体・液晶製造
	

	SF6
	半導体・液晶製造
	

	
	絶縁ガス使用機器製造
	

	
	絶縁ガス使用機器使用
	（府域の排出量）*1
*1 事業者提供値の合計

	NF3
	半導体・液晶製造
	（全国の排出量）*1×（電気機械器具製造業の製造品出荷額等の全国比）*26
*1 日本国温室効果ガスインベントリ報告書（（国研）国立環境研究所・環境省）
*2 大阪の工業（大阪府）、工業統計表（経済産業省）




５．その他
■標準発熱量・炭素排出係数
日本国温室効果ガスインベントリ報告書（（国研）国立環境研究所・環境省）より引用
■地球温暖化係数
地球温暖化対策の推進に関する法律施行令に基づいた値を使用
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2013年度比

増減率

前年度比

増減率

二酸化炭素排出量

（万t-CO

2

)

1,724 1,098 1,176 1,251 -27.4% 6.4%

エネルギー消費量

（PJ）

169 130 149 137 -18.5% -7.7%
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2013年度比

増減率

前年度比

増減率

二酸化炭素排出量

（万t-CO

2

)

1,316 1,065 914 1,121 -14.8% 22.7%

エネルギー消費量

（PJ）

131 134 124 130 -1.1% 4.9%
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2013年度比

増減率

前年度比

増減率

二酸化炭素排出量

（万t-CO

2

)

688 578 575 582 -15.4% 1.2%

エネルギー消費量

（PJ）

94 82 83 82 -12.8% -1.2%
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2013年度比

増減率

前年度比

増減率

二酸化炭素排出量

（万t-CO

2

)

182 132 127 131 -28.2% 2.8%
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2013年度比

増減率

前年度比

増減率

メタン

（万t-CO

2

)

20 19 18 18 -11.7% -4.8%

一酸化二窒素

（万t-CO

2

)

35 33 31 29 -16.4% -5.1%

代替フロン等

（万t-CO

2

)

223 348 356 347 55.3% -2.6%

合計

（万t-CO

2

)

278 400 405 394 41.5% -2.9%
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（単位：百万t-CO

2

）

構成比

2013

年度比

増減率

前年度比

増減率

産業部門 505 470 405 432 448 459 463 446 431 420 413 403 387 355 372 352 31.0% -24.0% -5.3%

業務部門 131 222 196 200 225 229 235 225 217 212 207 200 191 181 187 179 15.8% -23.6% -4.2%

家庭部門 126 165 160 176 188 208 209 198 187 181 185 160 157 168 160 158 13.9% -24.5% -1.4%

運輸部門 208 244 228 229 225 227 224 219 217 215 213 210 206 183 185 192 16.9% -14.5% 3.9%

エネルギー転換部門 97 99 99 100 102 105 104 98 94 98 92 91 87 80 83 82 7.3% -20.4% -0.6%

95 93 79 80 79 81 82 81 80 79 80 80 79 74 77 73 6.4% -6.9% -5.2%

二酸化炭素 1,163 1,294 1,166 1,217 1,267 1,308 1,318 1,266 1,225 1,205 1,190 1,145 1,107 1,042 1,064 1,037 91.3% -21.3% -2.5%

メタン 50 38 35 35 33 33 33 32 32 32 31 31 31 30 30 30 2.6% -7.0% -1.7%

一酸化二窒素 29 23 21 21 20 20 20 19 19 19 19 18 18 18 18 17 1.5% -13.3% -1.9%

代替フロン等 33 27 27 30 32 35 37 40 43 46 47 48 50 52 52 52 4.5% 40.9% -1.4%

計 1,275 1,381 1,249 1,303 1,353 1,396 1,407 1,358 1,319 1,301 1,287 1,242 1,206 1,142 1,164 1,135 100.0% -19.3% -2.5%
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（単位：PJ）

構成比

2013年度比

増減率

前年度比

増減率

家庭部門 1,617 2,135 2,010 2,142 2,044 2,080 2,056 1,993 1,907 1,882 1,979 1,793 1,807 1,922 1,822 1,781 15.0% -13.4% -2.3%

業務部門 1,765 2,812 2,372 2,402 2,343 2,202 2,260 2,206 2,165 2,092 2,117 2,141 2,094 1,964 2,019 1,913 16.2% -15.3% -5.3%

産業部門 7,086 7,315 6,473 6,757 6,585 6,522 6,514 6,309 6,284 6,242 6,274 6,206 6,033 5,505 5,717 5,351 45.2% -17.9% -6.4%

運輸部門 3,078 3,615 3,373 3,387 3,315 3,329 3,236 3,165 3,148 3,125 3,100 3,066 3,007 2,674 2,690 2,797 23.6% -13.6% -0.6%

合計 13,546 15,877 14,228 14,688 14,286 14,133 14,065 13,672 13,504 13,340 13,469 13,206 12,941 12,065 12,249 11,842 100.0% -15.8% -1.5%
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（単位：℃）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

2020年度 13.7 20.8 24.9 26.0 30.7 25.8 18.7 14.7 8.7 6.2 8.7 12.2

平年値との差 -1.5 0.7 1.3 -1.7 1.7 0.6 -0.8 0.9 0.0 0.0 2.1 2.3

2021年度 15.5 20.0 23.9 27.9 28.1 24.8 20.3 14.1 8.8 5.6 5.5 11.4

平年値との差 0.3 -0.1 0.3 0.2 -0.9 -0.4 0.8 0.3 0.1 -0.6 -1.1 1.5

2022年度 16.8 20.0 24.4 28.4 29.5 26.2 19.0 15.2 7.9 6.5 7.0 13.0

平年値との差 1.6 -0.1 0.8 0.7 0.5 1.0 -0.5 1.4 -0.8 0.3 0.4 3.1

（参考）平年値 15.2 20.1 23.6 27.7 29.0 25.2 19.5 13.8 8.7 6.2 6.6 9.9
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（単位：万t-CO

2

）

二酸化炭素

構成比

前年度比

増減率

産業部門 1,819 1,601 1,131 1,182 1,358 1,343 1,384 1,347 1,296 1,325 1,204 1,135 1,053 1,024 986 1,021 24.7% 3.5%

業務部門 812 1,278 1,112 1,195 1,493 1,654 1,724 1,686 1,545 1,456 1,323 1,235 1,156 1,098 1,176 1,251 30.3% 6.4%

家庭部門 815 1,034 829 944 1,140 1,238 1,316 1,292 1,175 1,188 1,159 970 863 1,065 914 1,121 27.1% 22.7%

運輸部門 755 882 740 722 687 685 688 667 650 671 650 614 632 578 575 582 14.1% 1.2%

エネルギー転換部門 73 30 30 34 42 43 43 44 42 42 40 36 33 37 30 29 0.7% -5.2%

229 205 191 187 189 185 182 177 177 171 166 168 143 132 127 131 3.2% 2.8%
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